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研究成果の概要（和文）： 

日本、中国、韓国の研究者がそれぞれ自国での家族の総合調査のミクロデータを提供し合い、

共同利用する体制を作って比較分析を積み重ねるという新たな試みとなる国際共同研究に取り

組み、最終的に Changing Families in Northeast Asia: China, Korea, and Japan. Sophia 

University Press という、共同研究者 12 名の論文を含む出版物の形で成果をまとめた。 

多彩な分析結果を大きくくくると、(1)人口の少子高齢化と経済社会のグロ－バル化および個

人化という同一方向での変化のインパクトのもとで、3 カ国の家族が、遅速の差はあれ、共通

方向での変化を遂げつつあること、(2)しかし同時に、各国の社会文化的伝統の影響の強弱によ

って、3 カ国の家族の世代間関係と夫婦関係のあり方や変化の仕方に違いが生じていることも

併せて明らかにされた。 

 

研究成果の概要（英文）： 

A new style of comparative research on family, based on the reciprocal usage of 

micro-level datasets from comprehensive family surveys carried out in the three countries, 

has been successfully tried.  And finally, the output was published from Sophia 

University Press titled Changing Families in Northeast Asia: China, Korea, and Japan.  

Multifaceted results of analysis by the participants can be summarized into two 

themes: 

(1) Under the similar conditions characterized by the demographic aspect such as low birth 

rate and aged society and also by the individualization, families in these three countries 

have been changing almost in the same direction in spite of difference in timing and 

speed.. 

(2) At the same time, there are also some clear differences among three countries in terms 

of intergenerational and marital relations and changing pattern of these relations.  It 

was supposed that difference is caused by the uniqueness of the effect of socio-cultural 

tradition in each country. 
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１． 研究開始当初の背景 

本研究は、平成 17～19 年度に基盤研究(B)の

補助金を受けて実施した「東北アジアの家族

構造と変容に関する国際比較研究―日本・中

国・韓国―」を継続して発展させようとする

ものである。 

 上記の科研費研究は、申請代表者が会長を

務めていた日本家族社会学会の継続プロジ

ェクトとして 5 年おきに取り組まれている

「全国家族調査(NFRJ)」のデータ(これはす

でに東京大学 SSJDAに寄託され一般に公開さ

れている)をベースとして、近隣諸国の家族

研究者とのネットワークのもとに、各国の大

規模家族調査のミクロデータを相互利用す

ることでより正確な国際比較を実現してい

こうとする試みである。韓国では、EUN 

Ki-Soo(国立ソウル大学)を代表とする分析

チームが組織され、韓国女性開発院が実施し

た家族の全国調査(KFS2003)のデータを相互

利用する道を開かれた。また中国については、

SHEN Chonglin(中国社会科学院社会学研究

所)を代表とする家族研究チームと連携した。

中国では、利用可能な互換的データがないた

め、科研費の資金を用いて、日本の「全国家

族調査」と共通項目を多く盛り込んだ新規調

査を 18 年度に実施した。相互の分析結果を

持ち寄って検討する国際研究集会を平成 19

年 12 月に東京で開催し、その際のペーパー

を年度末までに報告書にとりまとめた。 

 しかしながら、中国での調査実施が難航し

完了が遅れたため、3 カ国の豊富なデータを

十分に活用しきれない形で終了となったの

で、さらにこれらのデータの共同利用を継続

して、分析を深める課題が残されたかたちと

なっていた。 

 

 

２．研究の目的 

 前述の事情から、この継続研究では、新規

のデータ収集は行わず、すでに利用可能にな

っているデータを徹底活用するとともに、そ

の他の利用可能なデータも補強しながら分

析を深め、ミクロデータのレベルでの包括的

な家族の国際比較を実現して、今後一層の発

展が求められるこの分野での一里塚を築く

ことを目標とした。 

改めて本研究の意義と目標を列挙するな

ら、以下のように言うことが出来るであろう。 

（１）歴史的、社会的、文化的にきわめて関

係が深く、しかもこの半世紀の社会変動では

顕著な時間差が認められる近隣 3カ国で、そ

れぞれ社会の基礎構造の一つとなっている

家族の構造や関係の変容を明らかにするこ

とは、狭義の学問的意義以上の貢献が期待さ

れる。 

（２）従来の比較研究は、それぞれの国で行

われた研究の結果を並べて論じるものにと

どまっていたが、全国サンプル調査などの大

規模なミクロデータを相互利用することで、

より詳細で正確な国際比較を行う試みを発

展させることが家族研究領域では強く求め

られている。 

（３）そうした課題を遂行して行くには、各

国内部での共同研究体制にとどまらず、さら

に国を超えた連携に広げる研究者間のネッ

トワークと、協力体制の拡充が欠かせない。

今回の共同研究は、今後に続く国際間の研究

協力の基盤作りという意義も有している。 

 

具体的な研究内容と、期待される成果 

（１）これまでの科研費研究で相互利用可能

な形に整えられた、日本、韓国、中国のミク

ロデータセットを活用・分析して、より深い

レベルでの研究知見をとりまとめる。 

（２）最大の眼目として、共同研究の成果を、

英文の論文集にとりまとめて、海外にも情報

発信し、研究基盤を広げるような出版をめざ

す。 

（３）具体的な研究内容としては、家族親族

関係の双系化と個人化の動向を含む世代間

関係変化の解明。ワークライフバランスにつ

ながる夫婦関係と子育てなどの家族役割の

葛藤とストレスの問題、そして、各国の文化

的制度的な枠組みが崩れてくる変化の動向

と、ライフサイクル的な変化との絡まり合い

の解明、などに集約することが出来る。 

 

 

３．研究の方法 

日本、中国、韓国のチームが、それぞれ国

内で隔月程度に研究会を重ねて分析を深め

る。直前の科研費での研究は、日本と中国、

日本と韓国、という 2国間比較にとどまるも

のが多いという制約があったが、今回は 3カ



国比較を実質化する作業が課題となる。具体

的には、3 カ国の研究者が分析成果を持ち寄

って相互討論する国際ワークショップを開

くことを節目として、総合的なまとめと、さ

らなる課題の確認の機会とする。 

 

 

４．研究成果 

（１）まず、3 カ国の家族データ分析結果か

ら、現代家族としての共通性が確認された部

分も多い。具体的には、①少子化、その結果

としてのキョウダイ数の減少、②親との同居

の減少、すなわち小家族(核家族)化の浸透、

③結婚における個人主義化、親や親族など伝

統的な人間関係の影響が薄れる傾向。夫婦関

係では、④夫の結婚満足度が妻よりも高いこ

と、⑤結婚経過における満足度のＵ字カーブ

の存在、⑥妻のメンタルヘルスには、夫の情

緒的なサポートが強く作用すること、などが

あげられる。 

（２）他方、3 カ国の間での違いとして、以

下の点注目される。 

 儒教文化を共有する地域として括られる

ことの多い日・中・韓の 3カ国は、家族の文

化 的 規 範 的 伝 統 と し て 、 父 系 的

(patrilineal)かつ父権的(patriarchal)な

家族のあり方が特徴とされてきた。しかしな

がら 20 世紀後半以後の激しい経済社会構造

の変化とグローバリゼイションの中で、小家

族化(核家族化)さらには個人化の動向は、3

カ国ともに認められるところである。その中

でも変化の速度の違いや、変化の中で伝統が

持つ影響の仕方の違いが露呈する面を捉え

ることも、こうした研究方法の強みであり、

魅力であるといえよう。分析結果からは、伝

統的な家族文化、家族規範の影響を最も強く

残しているのは、韓国であるとみられた。親

との同居選択、経済的援助関係、子どもへの

教育投資などにそれが示されている。ただし

その韓国も、近年(若いコーホート)では、急

速に、ジェンダー平等、個人化の方向に変化

が進んでいるとの見通しも得られた。 

（３）このような伝統規範とその希薄化につ

いては、韓国と日本の間で明瞭に捉えられる

動向であるが、中国については、やや異質と

言えよう。ひとつには社会主義国家体制や文

化大革命といった特殊な政治条件がくわえ

られることによって、伝統的な家族規範の解

体が顕著に進んだという点も考慮されねば

ならないが、親族関係の特徴などからすると、

韓国と日本が直系制家族 (stem family 

system)としての伝統を持っていたのに対し

て、中国の場合は、複合家族（joint family）

と男子の均分相続という伝統があって、これ

が個人主義的な現代的変化を受容しやすく

作用している可能性が考えられるかも知れ

ない。 

（４）他方で、隣国との比較から見えてくる

日本の特徴と問題性という視点からまとめ

るとするなら、以下の点を指摘することが出

来よう。 

 韓国と類似的だと指摘された父系的父権

的家族規範の伝統を持ちながら、韓国よりも

早くその影響が薄れる方向での変化を遂げ

ている日本であるが、イデオロギーの近代性、

具体的にはジェンダー意識の変化と行動と

の乖離（タテマエと現実）が明らかに存在し

ている。さらに妻の非正規就業(パート就労)

の一般化という形での、ひとつの安定構造を

作り上げてきたのだが、今日の経済的な困難

が続く中で、そうした戦後の経済成長期に作

られたパターンが維持していけないところ

に来ている。 

（５）少子高齢化の動向の中にあって、そこ

になお家族関係の伝統型の影響が残るのか、

そして 20 世紀後半以後に急速に形作られた

各国なりの近代型としての家族のあり方を

どのように変化させていくかも重要な論点

になっていくだろう。子ども数の減少は、男

子(夫側)中心の居住関係の変化や、親族接触

を妻方にも広げる(広げざるを得ない)条件

になっていく。また、子の数が減って親子の

組み合わせが限定されたものになっていく

傾向は、合わせて、若い世代の経済的困難が

強まる今日的な動向の中では、単に親世代か

らの育児支援などにとどまらず、若い世代が

親世代に依存する傾向をさらに強めること

にもなるであろう。中国・韓国では日本以上

になお強く維持されている子世代から親世

代への支援が今後とも維持可能かというこ

とも大きな問題である。 

（６）調査論および国際共同研究の発展とい

う点から見た成果として、以下の点を指摘で

きる。各国で行われた 3つの家族総合調査の

個票データを相互利用するという設定のも

とに企画された今回の比較分析プロジェク

トは、社会学領域では希な試みであった。今

回の比較分析プロジェクトの出発点となっ

ている日本家族社会学会の NFRJ 調査は、本

研究の共同分析に使用している2004年の第2

回調査の後、2009 年に第 3回が実施され、さ

らに第 4 回が 2018 年に実施される予定であ

る。そうした機会を捉えて、より本格的な家

族の国際的比較調査を実施することによっ

て、今回の我々の試みが一層確かな成果を生

み出していくことになるだろう。そうした際

 



 

の国際的な協力体制、組織運営の経験も重要

な基礎になっていくだろうし、さらに考慮と

改善を加えるべき調査上の問題点を整理で

きたことも、成果に加えて良いだろう。 
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